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平成 26 年 9 月 26 日

関 東 農 政 局

平成26年度経営所得安定対策等の加入申請状況について

関東農政局では、管内における平成26年度経営所得安定対策等の加入申請

状況（平成26年7月31日現在）を取りまとめました。

なお、全国における申請状況は、農林水産省より公表されています。

１ 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）の申請件数及び作付計画面積

(1) 申請件数は1万4,778件で、平成25年度の支払実績と比べると、1,929件増加

しています。

○畑作物の直接支払交付金の申請件数
（単位：件）

申請件数

平成26年度 14,778

平成25年度 (注) 12,849

対前年度比較 1,929

(注) 平成25年度は、支払実績です。

(2) 作付計画面積は4万3,385haで、平成25年度の支払実績と比べると、4,614ha

減少しています。

具体的には、平成25年度の支払実績と比べると、大豆及びなたねが増加し、

麦及びそばは減少しています。

○畑作物の直接支払交付金の作付計画面積

（単位：ha）

麦

計 小 麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦

平成26年度 25,827 19,947 1,452 4,377 50

平成25年度 （注1） 27,674 20,719 2,492 4,412 52

対前年度比較 ▲1,847 ▲771 ▲1,040 ▲35 ▲2

（つづき）
（単位：ha）

大 豆 そ ば なたね 合 計

平成26年度 8,563 8,924 71 43,385

平成25年度 （注1） 8,539 11,731 54 47,999

対前年度比較 24 ▲2,807 16 ▲4,614

(注1) 平成25年度は、支払数量を都県の同年の実単収で換算した面積です。

(注2) ラウンドの関係で合計値等は一致しない場合があります。
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２ 平成26年産収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）の申請件数及び積

立申出面積

(1) 申請件数は6,442件で、平成25年産の加入件数と比べると、651件増加してい

ます。

○経営形態別申請件数

（単位：件）

認 定 農 業 者 集 落 営 農

小 計 個 人 法 人 小 計
特定農業 準ずる組織 合 計

団 体 （注2）

平成26年産 6,202 5,777 425 240 64 176 6,442

平成25年産（注1） 5,560 5,188 372 231 64 167 5,791

対前年産比較 642 589 53 9 0 9 651

(注1) 平成25年産は、加入申請を行った者のうち、積立金を納付した者の数です。

(注2) 「準ずる組織」とは、収入減少影響緩和交付金の対象となる集落営農のうち、特定農業

団体(農業経営基盤強化促進法第23条第4項)と同様の要件を満たすものです。

(2) 積立申出面積は7万1,342haで、平成25年産の積立金を納付した者の面積と比

べると、5,481ha増加しています。

○品目別積立申出面積
（単位：ha）

米 麦 大 豆 合 計

平成26年産 41,295 23,090 6,958 71,342

平成25年産（注1） 36,212 22,571 7,078 65,861

対前年産比較 5,083 518 ▲121 5,481

(注1)平成25年産は、加入申請を行った者のうち、積立金を納付した者の面積です。

(注2)ラウンドの関係で合計値等は一致しない場合があります。
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３ 水田活用の直接支払交付金の申請件数及び作付計画面積

(1) 申請件数は7万1,247件で、平成25年度の支払実績と比べると、4,793件増加

しています。

○水田活用の直接支払交付金の申請件数
（単位：件）

申請件数

平成26年度 71,247

平成25年度 (注) 66,454

対前年度比較 4,793

(注) 平成25年度は、支払実績です。

(2) 戦略作物助成の作付計画面積は6万6,999haで、平成25年度の支払実績と比べ

ると、4,741ha増加しています。

具体的には、平成25年度の支払実績と比べると、麦及び米粉用米が減少する

一方で、大豆、飼料作物、WCS用稲、飼料用米及び加工用米は増加しています。

○水田活用の直接支払交付金における戦略作物助成の作付計画面積

（基幹作物＋二毛作作物）
（単位：ha）

戦 略 作 物 助 成

麦 大 豆
飼料作物 WCS 米粉 飼料 加工

合 計
(除WCS用稲) 用稲 用米 用米 用米

平成26年度 31,002 7,484 6,974 3,304 702 9,792 7,740 66,999

平成25年度（注1） 31,354 7,473 6,945 2,853 1,519 5,039 7,076 62,258

対前年度比較 ▲352 11 29 452 ▲817 4,753 664 4,741

(注1) 平成25年度は、支払実績です。

(注2) ラウンドの関係で合計値等は一致しない場合があります。
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４ その他

(1) 平成29年産までの経過措置である米の直接支払交付金の申請件数は12万9,803

件で、平成25年度の支払実績と比べると、6,662件減少しています。

作付計画面積は13万6,185haで、平成25年度の支払実績と比べると、3,573ha

減少しています。

○米の直接支払交付金の申請件数及び作付計画面積
（単位：ha）

申請件数 作付計画面積

平成26年度 129,803 136,185

平成25年度（注1） 136,465 139,757

対前年度比較 ▲6,662 ▲3,573

(注1) 平成25年度は、支払実績です。

(注2) ラウンドの関係で合計値等は一致しない場合があります。

(2) 平成26年産限りの収入減少影響緩和交付金移行のための円滑化対策の申請件

数は11万9,469件、申請面積は9万2,457haとなっています。

○収入減少影響緩和交付金移行のための円滑化対策の申請件数及び申請面積
（単位：ha）

申請件数 申請面積

平成26年産 119,469 92,457

(注) 収入減少影響緩和交付金移行のための円滑化対策は、面積ではなく平成26年産米の出荷・

販売数量等に基づいて支払います。

(3) 平成26年度限りで廃止する再生利用交付金の申請件数及び申請面積は、
平成25年度の支払実績と比べると、いずれも増加しています。

○再生利用交付金の申請件数及び申請面積

（単位：件、ha）

申請件数 申請面積

平成26年度 147 156

平成25年度（注） 130 121

対前年度比較 17 35

（注）平成25年度は、支払実績です。
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５ 申請全体

(1) 申請件数は14万6,588件で、平成25年度の支払実績と比べると、6,158件減少

しています。

(2) 経営形態別の内訳は、個人は14万4,928件、法人は1,031件、集落営農は629

件となっています。

○経営形態別申請件数

（単位：件）

経 営 形 態 別

申請件数 個 人 法 人 集 落 営 農

構成戸数

平成26年度 146,588 144,928 1,031 629 22,258

平成25年度（注1） 152,746 151,157 964 625 23,355

対前年度比較 ▲6,158 ▲6,229 67 4 ▲1,097

(注1) 平成25年度は、支払実績です。

(注2) 件数には、収入減少影響緩和交付金のみの加入申請者数は含まれません。

(3) 交付金別の内訳は、畑作物の直接支払交付金は1万4,778件、収入減少影響緩

和交付金は6,442件、水田活用の直接支払交付金は7万1,247件、米の直接支払

交付金は12万9,803件となっています。

○交付金別申請件数
（単位：件）

畑 作 物 の 収 入 減 少 水田活用の 米 の 収入減少影響

直 接 支 払 影 響 緩 和 直 接 支 払 直 接 支 払 緩 和 交 付 金

交 付 金 交 付 金 交 付 金 交 付 金 移行のための

円 滑 化 対 策

平成26年度 14,778 6,442 71,247 129,803 119,469

平成25年度（注） 12,849 5,791 66,454 136,465 －

対前年度比較 1,929 651 4,793 ▲6,662 －

(注) 平成25年度は、支払実績です。収入減少影響緩和交付金は、加入申請を行った者のうち、

積立金を納付した者の数です。



１　畑作物の直接支払交付金

　(1)　畑作物の直接支払交付金の申請件数

（単位：件）

茨 城 県 2,024       

栃 木 県 4,534       

群 馬 県 883         

埼 玉 県 753         

千 葉 県 150         

東 京 都 4            

神 奈 川 県 99           

山 梨 県 438         

長 野 県 5,651       

静 岡 県 242         

管 内 計 14,778     

　(2)　畑作物の直接支払交付金の作付計画面積

（単位：ｈａ）

小 麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦

茨 城 県 7,312 4,366 1,005 1,934 7 3,580 2,507 3 13,402 

栃 木 県 3,957 2,195 399 1,359 3 2,174 1,981 13 8,125 

群 馬 県 5,824 5,372 32 421 - 126 424 10 6,384 

埼 玉 県 4,702 4,527 14 122 39 382 143 5 5,232 

千 葉 県 712 668 1 44 - 497 50 7 1,266 

東 京 都 1 1 - - - - 0 - 1 

神 奈 川 県 23 22 - 1 0 24 4 - 51 

山 梨 県 83 51 - 32 - 123 161 - 366 

長 野 県 2,517 2,063 - 455 - 1,416 3,589 31 7,554 

静 岡 県 696 684 2 10 - 241 66 2 1,005 

管 内 計 25,827     19,947     1,452      4,377       50          8,563       8,924     71        43,385  

（注）ラウンドの関係で合計数値は一致しない場合がある。

平成26年度経営所得安定対策等の加入申請状況

都 県 名 麦 大　豆 そ　ば な た ね 合 計

都 県 名 申請件数
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２　平成26年産収入減少影響緩和交付金

　(1) 平成26年産収入減少影響緩和交付金の申請件数

（単位：件）

茨 城 県 1,458       1,374       84          84           39          45           1,542     

栃 木 県 2,918       2,867       51          69           -            69           2,987     

群 馬 県 456         365         91          23           -            23           479       

埼 玉 県 374         342         32          7             3            4             381       

千 葉 県 173         140         33          3             -            3             176       

東 京 都 -            - - -             - - -          

神 奈 川 県 68           67           1            -             -            -             68         

山 梨 県 47           37           10          -             -            -             47         

長 野 県 552         442         110         54           22          32           606       

静 岡 県 156         143         13          -             -            -             156       

管 内 計 6,202       5,777       425         240         64          176         6,442     

（単位：ha）

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦

茨 城 県 9,358       6,693       4,105      999         1,583      6             3,185     19,236  

栃 木 県 15,579     5,912       1,801      3,079       1,030      2             1,831     23,322  

群 馬 県 2,769       5,061       4,655      42           364        -             100       7,930    

埼 玉 県 1,996       2,011       1,855      -             110        46           171       4,178    

千 葉 県 1,645       586         551         -             35          -             361       2,592    

東 京 都 - - - -             - -             - -         

神 奈 川 県 109         6            5            -             2            -             1          117      

山 梨 県 137         37           18          -             19          -             42         216      

長 野 県 7,792       2,200       1,813      -             387        -             1,060     11,051  

静 岡 県 1,911       583         583         -             -            -             207       2,702    

管 内 計 41,295     23,090     15,386     4,120 3,530      53           6,958 71,342  

(注）ラウンドの関係で合計数値は一致しない場合がある。

　(2) 品目別積立申出面積

合 計大 豆都 県 名 米 麦

都 県 名

認定農業者 集落営農

合計
小計 個人 法人 小計

特定農業
団      体

準ずる
組   織
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３　水田活用の直接支払交付金

　(1)　水田活用の直接支払交付金の申請件数

（単位：件）

茨 城 県 15,801     

栃 木 県 20,700     

群 馬 県 5,338       

埼 玉 県 3,457       

千 葉 県 4,558       

東 京 都 2            

神 奈 川 県 369         

山 梨 県 2,276       

長 野 県 16,613     

静 岡 県 2,133       

管 内 計 71,247     

（単位：ha）

麦 大 豆
飼料作物

(除WCS用稲)
WCS用稲 米粉用米  飼料用米 加工用米 合 計

茨 城 県 5,223 2,895 726 519 78 2,509 2,034 13,984 
栃 木 県 11,189 2,068 4,647 1,152 133 3,756 2,049 24,993 
群 馬 県 6,599 106 309 465 191 653 1,217 9,539 
埼 玉 県 4,553 342 224 115 188 942 205 6,568 
千 葉 県 478 466 418 639 83 1,146 1,261 4,490 
東 京 都 0 - - - 0 - - 0 
神 奈 川 県 2 5 42 - - 14 - 64 
山 梨 県 40 108 30 8 6 4 42 239
長 野 県 2,256 1,281 501 193 16 172 824 5,242 
静 岡 県 662 213 78 215 7 596 109 1,880 
管 内 計 31,002 7,484 6,974 3,304 702 9,792 7,740 66,999 

(注）ラウンドの関係で合計数値は一致しない場合がある。

戦略作物助成

　(2)　水田活用の直接支払交付金における戦略作物助成の作付計画面積（基幹作物＋二毛作作物）

都 県 名 申請件数
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４　その他

　(1)　米の直接支払交付金の申請件数及び作付計画面積

（単位：件、ha）

茨 城 県 29,192     30,914 

栃 木 県 32,320     45,580 

群 馬 県 9,352       7,934 

埼 玉 県 8,020       9,409 

千 葉 県 8,305       11,600 

東 京 都 174         45 

神 奈 川 県 1,953       1,061 

山 梨 県 6,657       2,805 

長 野 県 29,035     20,881 

静 岡 県 4,795       5,957 

管 内 計 129,803   136,185 

　(2)　収入減少影響緩和交付金移行のための円滑化対策の申請件数及び申請面積

（単位：件、ha）

茨 城 県 27,708     21,556     

栃 木 県 29,363     30,001     

群 馬 県 8,891       4,717       

埼 玉 県 7,615       7,137       

千 葉 県 8,133       9,955       

東 京 都 6            3            

神 奈 川 県 1,677       882         

山 梨 県 4,637       2,177       

長 野 県 28,165     13,089     

静 岡 県 3,274       2,940       

管 内 計 119,469   92,457     

　(3)　再生利用交付金の申請件数及び申請面積

（単位：件、ha）

都 県 名 申 請 件 数 申 請 面 積

茨 城 県 25           20           

栃 木 県 15           13           

群 馬 県 7            5            

埼 玉 県 1            0

千 葉 県 5            9            

東 京 都 -            -            

神 奈 川 県 3            1            

山 梨 県 10           10           

長 野 県 73           89           

静 岡 県 8            8            

管 内 計 147         156         

（注）ラウンドの関係で合計数値は一致しない場合がある。

都 県 名 申請件数 申請面積

都 県 名 申請件数
作付

計画面積
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５　申請全体

　(1)　経営形態別申請件数

（単位：件）

構 成 戸 数

茨 城 県 32,883     32,597     155         131         3,391      

栃 木 県 35,145     34,820     142         183         2,814      

群 馬 県 10,894     10,718     139         37           484        

埼 玉 県 8,487       8,356       68          63           4,524      

千 葉 県 9,099       8,974       108         17           331        

東 京 都 176         176         -            -             -            

神 奈 川 県 2,020       2,000       15          5             76          

山 梨 県 7,304       7,252       52          -             -            

長 野 県 35,100     34,636     298         166         10,292    

静 岡 県 5,480       5,399       54          27           346        

管 内 計 146,588 144,928 1,031 629 22,258

　(2)　交付金別申請件数

（単位：件）

茨 城 県 2,024       1,542       15,801     29,192     27,708    25           

栃 木 県 4,534       2,987       20,700     32,320     29,363    15           

群 馬 県 883         479         5,338      9,352       8,891      7             

埼 玉 県 753         381         3,457      8,020       7,615      1             

千 葉 県 150         176         4,558      8,305       8,133      5             

東 京 都 4            -            2            174         6            -             

神 奈 川 県 99           68           369         1,953       1,677      3             

山 梨 県 438         47           2,276      6,657       4,637      10           

長 野 県 5,651       606         16,613     29,035     28,165    73           

静 岡 県 242         156         2,133      4,795       3,274      8             

管 内 計 14,778     6,442       71,247     129,803    119,469   147         

水田活用の
直接支払
交  付  金

収入減少
影響緩和
交 付 金

都 県 名 申請件数

経 営 形 態 別

個　人 法　人
集 落 営 農

都 県 名
畑作物の
直接支払
交 付 金

再生利用
交 付 金

収入減少
影響緩和

交付金移行
のための

円滑化対策

米　　　の
直接支払
交  付 金
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